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≪  平成２５年度 個別労働関係紛争解決制度の運用状況  ≫ 
 
 

京都労働局は平成25年度の個別労働関係紛争解決制度（下記＜参考＞及び別添1参照）の実施 

状況を取りまとめた。 

概要とポイントは、以下のとおり。 

 

【運用状況の概要】 

１  総合労働相談件数（労働分野に関する全ての相談件数）・・ 25,426件   (7.1％減) 

２  １のうち民事上の個別労働関係紛争相談件数・・・・・・   6,544件   (5.9％減) 

３  助言・指導申出受付件数・・・・・・・・・・・・・・・    178件  (32.8％増) 

４ あっせん申請受理件数・・・・・・・・・・・・・・・・    94件  (27.1％減) 

(※ 増減率は、平成24年度実績との比較である) 

 

【運用状況のポイント】※詳細な内容や図表は3ページ以降をご参照ください。 

① 総合労働相談件数は２年連続の減少 

京都府内９ヵ所の総合労働相談コーナー（別添2参照）を含め京都労働局に寄せられた労働

分野に関するすべての相談件数は、平成 13 年の個別労働関係紛争解決促進法の施行以降高水

準で推移し、平成25年度においては25,000件を超えたが、前年度比でみると２年連続の減少

となった（3ページ 図1‐1）。 

これは、平成 24 年からの景気回復（アベノミクス）を背景として、解雇、賃金不払い等の

労働基準法違反、定期賃金・退職金のカット等労働条件の引き下げといったトラブルの発生が

減少していることが考えられる。 

 

② 「パワハラ」、「自己都合退職」に係る相談件数は過去最高を記録し、５年前の２.５倍に増 

 加 

個別労働関係紛争に係る相談のうち、パワハラ関係（「いじめ・嫌がらせ」）の相談は、平成

20年度から５年連続して増加し、平成25年度の相談件数は過去最高となり、５年前（平成20

年度）と比べて２.５倍に増加している（5ページ 図2‐3）。 

増加の原因として、パワハラが、労働者の尊厳や人格を侵害する許されない行為として社会

的に認知される一方、パワハラの背景要因である職場内のコミュニケーションの希薄化や問題

解決機能の低下、上司の価値観と部下の価値観の相違の拡大等は依然として解消されていない

ため、これまで潜在化していたトラブルが顕在化し、労働相談につながったものと考えられる。 
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